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（1） 　総　括　事　項

（2） 　業　務　量
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（3） 　職員に関する事項

令和7年9月30日現在

※　職員数には局長、任期付職員を含まない。

※　上記の外に、下水道事業会計職員23(8）名（会計年度任用職員以外23(2)名、会計年度任用職員(6)名）を配置。

※　（　）内は、短時間勤務職員数（外数）。
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令和7年度上期業務状況説明書
概 況

令和6年度上期決算 令和7年度上期決算

給 水 人 口 182,984

( 0 )

事 項 令和6年度決算

令和7年度の上期は、平成30年度に策定した「第1次松江市上下水道事業経営計画」について、令和6年度の決算値を

踏まえて今年度以降の目標値を修正する進捗管理を実施しました。

当期の業務状況は、有収水量が9,741,377㎥、有収率が92.1％となりました。経営状況は、総収益が2,520,491千円、総

費用が2,407,467千円で、差引は113,024千円の純利益となりました。

建設改良事業は、生馬ヶ丘ポンプ場・配水池電気設備更新工事、中川大規模特定河川事業2号橋橋梁架替工事に伴

う仮設工事などを実施しました。

　※有収水量及び有収率は、物価高騰減免水量含む。
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2 経理の状況

（1） 　事業収入に関する事項

（単位：円、消費税及び地方消費税抜）

（2） 　事業費に関する事項

（単位：円、消費税及び地方消費税抜）

（3） 　企業債及び一時借入金の概況

イ ロ

円 円

円 円

円 円

円

区　　　分 令和6年度決算額
上期決算額

上期比較増△減

0 0

営 業 収 益 1,755,146,882

765,344,605

2,595,981,858

378,386,956

令和6年度

2,407,467,236

0

令和7年度

上期決算額
上期比較増△減

営 業 費 用

令和6年度決算額

特 別 利 益 6,758,749

区　　　分

2,302,535,856

4,416,250,040

上期決算額

△ 453,877,327

令和6年度 令和7年度

当 期 末 残 高 13,707,944,699

企 業 債

前 年 度 末 残 高 14,078,944,660

当 期 借 入 高

4,996,879,353

水 道 事 業 収 益

2,209,024,209第1項

0第3項

2,119,598,772

第1款

第2項 営 業 外 収 益 896,343,077

0

第1項

第1款 5,319,351,866

386,957,649

第3項

当 期 末 残 高 0当 期 償 還 高 637,099,961

借 入 残 高 最 高 額

182,332,531水 道 事 業 費 用

一 時 借 入 金

前 年 度 末 残 高

266,100,000 0

2,225,134,7055,229,725,524

第2項 営 業 外 費 用 208,761,185 105,535,933 104,931,380 △ 604,553

0

特 別 損 失 24,084,986 0

上期決算額

182,937,084

2,520,491,487 △ 75,490,371
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（4）　収益的収入及び支出

（5）　資本的収入及び支出

棚卸資産購入限度額の執行額は、1,428,460円で、これに伴う仮払消費税及び地方消費税は、129,860円である。

 第2項 営 業 外 収 益 1,276,100,000 0

収 入

区 分
予 算 額

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額

第1款 水 道 事 業 収 益 5,665,570,000 0

 第1項 営 業 収 益 4,389,470,000 0

支 出

区 分

予 算 額

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小 計
地方公営企業法第26
条第2項の規定による
繰越額

 第1項 営 業 費 用 5,480,283,000 0 5,480,283,000 0

第1款 水 道 事 業 費 用 5,703,603,000 0 5,703,603,000 0

収 入

 第2項 営 業 外 費 用 212,320,000 0 212,320,000 0

 第3項 予 備 費 11,000,000 0 11,000,000 0

区 分

予 算 額

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小 計

地方公営企業法第
26条の規定による
繰越額に係る財源
充当額

継続費逓次繰越
額に係る財源充
当額

 第1項 企 業 債 1,191,700,000 0 1,191,700,000 94,800,000 0

第1款 資 本 的 収 入 3,219,645,000 0 3,219,645,000 284,546,400 0

 第3項 分 担 金 88,603,000 0 88,603,000 0 0

 第2項 工 事 負 担 金 191,510,000 0 191,510,000 23,629,400 0

 第4項 他 会 計 繰 入 金 448,797,000 0 448,797,000 11,385,000 0

建 設 改 良 費

区 分

 第7項 投 資 有 価 証 券 300,000,000 0 300,000,000 0 0

第1款 資 本 的 支 出 4,198,014,000 0

2,914,285,000

0 0 第2項 企 業 債 償 還 金 1,282,629,000 0 1,282,629,000

 第1項 625,200,0000 840,457,0002,914,285,000

継続費逓次繰越
額

予 算 額

当 初 予 算 額

625,200,0004,198,014,000 840,457,000

0 第3項 予 備 費 1,100,000 0 1,100,000 0

 第5項 国 庫 補 助 金 169,757,000 0 169,757,000 154,732,000

 第6項 長期貸付金戻入 829,278,000 0 829,278,000 0

支 出

補 正 予 算 額 小 計
地方公営企業法第
26条の規定による
繰越額

0

0
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（単位：円、消費税及び地方消費税込）

（単位：円、消費税及び地方消費税込）

（単位：円、消費税及び地方消費税込）

（単位：円、消費税及び地方消費税込）

うち仮受消費税及び地方消費税 214,1241,276,100,000 765,558,729

上 期 決 算 額 備 考
合 計

5,665,570,000 2,693,552,022 うち仮受消費税及び地方消費税 173,060,535

4,389,470,000 1,927,993,293 うち仮受消費税及び地方消費税 172,846,411

上 期 決 算 額 備 考
合 計

109,357,805

5,480,283,000 2,411,774,942 うち仮払消費税及び地方消費税 109,239,086

5,703,603,000 2,516,825,041 うち仮払消費税及び地方消費税

11,000,000 0

212,320,000 105,050,099 うち仮払消費税及び地方消費税 118,719

上 期 決 算 額 備 考
合 計

うち仮受消費税及び地方消費税 3,760,042

1,286,500,000 266,100,000

3,504,191,400 814,069,567

88,603,000 41,360,484 うち仮受消費税及び地方消費税 3,760,042

215,139,400 23,221,390

460,182,000 180,057,693

合 計

うち仮払消費税及び地方消費税

300,000,000 300,000,000

16,048,072

上 期 決 算 額

1,282,629,000 637,099,961

うち仮払消費税及び地方消費税 16,048,072

1,100,000 0

324,489,000 0

4,379,942,000 249,085,729

829,278,000 3,330,000

886,185,690

備 考

5,663,671,000
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（単位：円、消費税及び地方消費税抜）

1

2

3

4

547,388,974

当 期 純 利 益

424,487,720

(1)

6,794,979

営 業 外 収 益

営 業 外 雑 収 益

営 業 損 失

113,024,251

前 期 繰 越 利 益 剰 余 金

103,505,357

(4)

464,686,994 765,344,605

長 期 前 受 金 戻 入

業 務 費

(2)

130,012,775

607,271,856

293,575,403

27,107,643

140,053,728

7,067,668

942,887,000

受 水 費

(4)

(7)

量 水 器 費

受 託 工 事 費

(5)

配 水 及 び 給 水 費

(6)

(9)

125,142,026

受 取 利 息 及 び 配 当 金

引 当 金 戻 入 益

1,993,048

45,516,584

減 価 償 却 費

246,353,000(3)

当 期 未 処 分 利 益 剰 余 金

総 係 費(8)

(5)

537,511,971

113,024,251

経 常 利 益

他 会 計 繰 入 金

営 業 外 費 用

104,931,380雑 支 出(2) 1,426,023 660,413,225

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費

営 業 費 用

原 水 費

(3)

浄 水 費

(1) 29,417,757

98,926,554

(2)

(3)

令和７年度松江市水道事業損益計算書

営 業 収 益

給 水 収 益

（令和7年4月1日から令和7年9月30日まで）

(1)

そ の 他 の 営 業 収 益

(2)

1,650,444,428

受 託 工 事 収 益 5,775,900

1,755,146,882

2,302,535,856

－5－



（単位：円、消費税及び地方消費税抜）

1 固　定　資　産

2 流　動　資　産

イ 2,019,021,842

1,019,694,900

1,217,240,959

69,712,724

40,308,262

チ

ホ

建 設 仮 勘 定

282,382,490

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

構 築 物

ハ

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

67,695,829,813

12,007,102,230

14,377,216

建 物 附 属 設 備

（令和7年9月30日）

建 物

減 価 償 却 累 計 額

2,351,198,992

59,404,413

△ 55,335,508

△ 8,691,015,533

△ 29,470,881,059

121,367,132

ニ

工具器具及び備品ト

資　産　の　部

(1)

土 地

1,232,493,673

611,527,344

45,911,083,043

399,300,000

固 定 資 産 合 計

ロ

有 形 固 定 資 産 合 計

9,142,272

ニ

投 資

未 収 金

イ 水 利 権

無 形 固 定 資 産

(3)

そ の 他 加 入 権ホ

9,541,508

292,680,340

ソ フ ト ウ ェ アハ

施 設 利 用 権

137,725

464,000

△ 222,978,077

△ 81,058,870

3,316,086,697減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

38,224,948,754減 価 償 却 累 計 額

ヘ

有 形 固 定 資 産

△ 1,133,958,033

ロ

令和７年度松江市水道事業貸借対照表

投 資 有 価 証 券

(1)

311,965,845

585,673

無 形 固 定 資 産 合 計

イ

基 金ハ

長 期 貸 付 金 832,608,000

投 資 合 計

電 話 加 入 権

ロ

(2)

47,455,542,561

125,535,737

526,417,400

51,369,887,522

(3)

前 払 金

(2)

貸 倒 引 当 金 △ 10,172,108

(6)

(4)

(5)

資 産 合 計

現 金 預 金

24,686,745

2,626,145,340

3,914,344,961

貯 蔵 品

32,395

流 動 資 産 合 計

621,699,452

仮 払 金

そ の 他 流 動 資 産

－6－



3 固　定　負　債

4 流　動　負　債

5

6 資　　本　　金

7 剰　　余　　金

24,018,314,413

30,000,000

国 庫 補 助 金 122,157,059

21,208,075

640,432,162

179,120,577

228,677,346

負 債 合 計

△ 9,735,358,044

4,733,240

10,833,864,452

退 職 給 付 引 当 金

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

引 当 金 合 計

1,052,963,325

繰 延 収 益

繰 延 収 益 合 計

20,569,222,496

企 業 債(1)

13,067,512,537

13,067,512,537

824,708,225

ロ

イ

(2)

固 定 負 債 合 計

修 繕 引 当 金

25,448,794,808

51,369,887,522負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

142,044,175

へ 負 担 金

そ の 他 流 動 負 債(4)

未 払 金

229,201,209工 事 負 担 金

資 本 剰 余 金

資　本　の　部

966,752,400

企 業 債 合 計

収 益 化 累 計 額

640,432,162
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債イ

流 動 負 債 合 計

預 り 金

(2)

企 業 債 合 計

(3)

ロ

他 会 計 繰 入 金

分 担 金

ホ

ハ

当期未処分利益剰余金 537,511,971

1,430,480,395

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

537,511,971

イ

長 期 前 受 金

25,921,092,714

ト

(2)

そ の 他資 本剰 余金

892,968,424

(1)

イ

企 業 債

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

6,836,608

ニ

イ 受 贈 財 産 評 価 額 356,804,365

(1)

126,761,108

14,034,264,937

引 当 金

負　債　の　部

－7－



令和7年度上期に受贈した資産を4,957,093円と評価し、固定資産及び繰延収益にそれぞれ計上

した。

○賞与引当金の取崩し

令和7年6月分期末手当・勤勉手当67,986,657円の支給に対して、賞与引当金49,870,574円を取

崩し、うち損益勘定支弁職員に係る38,995,784円を(款)水道事業収益(項)営業外収益(目)引当金戻

入益に計上した。

○企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（1年内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担す

ると見込まれる額は3,672,596,379円である。

○退職給付引当金の取崩し

令和7年度退職給付費6,520,800円（退職手当）の支給に対して、退職給付引当金6,520,800円を

取崩し、同額を（款）水道事業収益（項）営業外収益（目）引当金戻入益に計上した。

○受贈資産の評価額

－8－



（単位：円、消費税及び地方消費税抜）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー
当期純利益
減価償却費
退職給付引当金の増減額(△は減少)
賞与引当金の増減額(△は減少)
長期前受金戻入額
受取利息及び受取配当金
支払利息
未収金の増減額(△は増加)
未払金の増減額(△は減少)
棚卸資産の増減額(△は増加)
前払金の増減額(△は増加)
仮払金の増減額(△は増加)
その他流動資産の増減額(△は増加)
預り金の増減額(△は減少)
その他流動負債の増減額(△は減少)
小計
利息及び配当金の受取額
利息の支払額
業務活動によるキャッシュ・フロー

2 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出
有価証券償還による収入
長期貸付金の回収による収入
国庫補助金等による収入
一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入
投資活動によるキャッシュ・フロー

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
他会計からの出資による収入
一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入
財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）
資金期首残高
資金期末残高

9,621,314

122,295,379

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 266,100,000

174,620,577

3,330,000
300,000,000

△ 1,993,048

2,626,145,340

569,783,270

468,258,307

△ 451,502,132

2,743,331,433

△ 637,099,961

△ 103,505,357

△ 828,368,898

63,915,452

△ 117,186,093

△ 133,942,268

1,980,394

217,120,812
19,936,881

令和７年度松江市水道事業キャッシュ・フロー計算書
（令和7年4月1日から令和7年9月30日まで）

△ 2,287,398

942,887,000

△ 23,195

△ 166,555,739

103,505,357

△ 298,496,633

113,024,251

△ 38,995,784
△ 6,520,800

△ 22,680

△ 125,301,017

△ 246,353,000
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1　資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

・満期保有目的の債券　原価法

・その他有価証券

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法

・量水器　先入先出法による原価法

・その他の貯蔵品　移動平均法による原価法

2　固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

・量水器を除く資産　定額法

・量水器　取替法

(2)無形固定資産　定額法

3　引当金の計上方法

(1)退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額

に相当する金額を計上している。

(2)賞与引当金

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込

額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当事業年度の負担に属する額を計上している。

重要な会計方針に係る事項に関する注記

構築物 10～80年

機械及び装置 　6～20年

時価のあるもの 事業年度末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により処理)

・主な耐用年数

建物 　7～50年
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(3)貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上

している。

4　その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

(1)消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

(2)リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。

令和7年度末の未経過リース料相当額は、下記の通り。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引

千円

千円

千円

・オペレーティング・リース取引(中途解約可能なものを除く。)

千円

千円

千円

(3)貸借対照表に注記する企業債の償還に係る他会計負担見込額の算定方法

令和7年度に企業債の償還に対して他会計が負担を予定している項目について、

令和7年度基準に基づき、今後も負担があるものとして金額を算定する。

(4)修繕引当金の取り崩し

平成25年3月31日以前に引き当てたものは、引き続き従前の例により取り崩す

こととする。

1 年 内 1,170

1 年 超 0

計 1,170

01 年 内

1 年 超 0

計 0
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